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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は「都市と企業の規模分布」の規則性（ランク・サイズ則）と「都市と企業の
空間的分布」の規則性（都市の階層原理）を同時に説明しうる理論モデルを提示することである．本研究では，まず，
多種集団 Population Game の枠組で企業の（取引先／立地点）選択行動と相互作用を表現し，(a)企業間取引ネットワ
ーク形成と(b)企業の集積立地パターン形成，の各々が創発する2つのサブ・モデルの特性を理論的に明らかにした．そ
して，両者を整合的に統合したシステム・モデルを構築し，系統的な数値実験により，(a)と(b)の同時均衡状態で創発
する企業の規模別・空間的分布パターンの特性を明らかにした．

研究成果の概要（英文）：Statistical distributions of economic activities are known to exhibit a robust 
regularity called rank-size rule, or Zipf's law. This study shows that rank-size rule of city size 
distribution emerges as an equilibrium outcome of a multi-industry spatial competition model with 
agglomeration economies, along with another well-known regularity, urban hierarchy principle. We then 
demonstrate that the distribution of firm size also obeys rank-size rule if the degree of heterogeneity 
of firms and industries (variance in the distribution of a parameter representing the heterogeneity) are 
larger than some threshold..

研究分野：土木計画学・交通工学
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１．研究開始当初の背景 
 世界の多くの国では，様々な規模（人口）
の都市が併存しているが，その規模の頻度分
布には Rank-Size 則／冪乗則と呼ばれる頑健
な規則性が成立している．さらに，都市の規
模を決定づける立地主体である企業群につ
いても，同様の規則性が成立することが，最
近のネットワーク科学分野の研究で示され
ている．すなわち，企業の規模（売上高，従
業員数，企業間取引ネットワークの次数）の
頻度分布は冪乗則に従う． 
 この様な都市や企業の規模分布に関する
規則性は，Simon (1955) を嚆矢とする確率動
学モデルに基づく多くの研究によって議論
されてきた（e.g., Gabaix (1999)）．また，最近
でも Barabasi et al.(1999)以降のネットワーク
科学分野において，理論の一般化が進展して
いる（e.g., Newman et al. (2006),Durrett (2007)）．
しかし，それらの理論は，現象の空間的側面
を捨象し，都市や企業の規模に関する頻度分
布の形状を説明するのみである．すなわち，
ネットワーク科学分野の理論だけでは，土木
計画学に関連する地域・都市政策（たとえば，
社会基盤整備，企業誘致等）を議論する際に
重要となる「どこに，どのような規模の企業
や都市が存続しうるか？」という問いに答え
ることはできない． 
 この問い前半の「どこに？」，すなわち，
都市や企業の空間的分布は，空間経済学にお
いて，立地主体の交通費用を考慮した経済行
動と市場での相互作用を基に説明されてき
た．特に，Krugman (1991) 以降の新経済地理
学(NEG) では，都市への企業の集積現象を一
般均衡理論的な枠組で説明しうる理論が発
展している（e.g., Fujita- Thisse (2002), Glaeser 
(2008)）．しかし，NEG分野の研究の多くは，
限定的条件下での定性的理論であり，都市の
規模分布のような定量的規則性を説明しう
る理論は未だ十分に確立していない[注]．ま
た，従来の NEG 理論は，均質な（同一規模
の）企業を仮定しているため，企業の規模分
布と立地パターンの関係についても，全く説
明できない．すなわち，NEG 理論だけでは，
先の問い後半の「どのような規模の？」には
答えられない． 
 さらに，都市の空間分布には都市階層原理
と呼ばれる規則性が成立することが
Christaller 以降の中心地理論によって指摘さ
れている．都市階層原理とは，都市規模が大
きくなるにつれて生産される財の種類（立地
する産業数）が増加し，かつ，規模が小さい
都市に立地する産業は，より規模が大きい都
市にも立地しているという，実証的にも確認
された規則性である．近年，この都市階層原
理と都市規模分布の冪乗則とを関連付ける
新たな実証的規則性が，Mori et al.4) を端緒

とする一連の研究により明らかになってい
る．この法則 Number-Average Size (NAS) rule 
は，各産業が立地（集積）する都市の数と，
その平均人口規模の間に経験的に成立する
対数線形関係であり，都市規模分布の冪乗則
と NAS rule が成立する条件下では，都市階
層原理が成立することが証明されている．し
かし，従来研究では，これらの規則性を同時
に説明しうる（ミクロ経済学的な基礎を持つ
数理モデルに基づく）理論は全く確立してい
ない． 
 
２．研究の目的 
 本研究は，都市と企業の規模分布の規則性
（冪乗則）及び，都市への企業の立地パター
ン（都市階層原理に従う空間的分布）を同時
に説明しうる立地・企業ネットワーク形成理
論の構築を目指す．より具体的には，互いに
密接な相互作用のある 2つのサブ・モデル： 
 
(1) 企業の空間的分布パターンを仮に与件と
した時に，各企業の取引先選択行動によって
少数企業に取引が集中する（i.e., 冪乗則に従
う企業間取引ネットワークが形成される）過
程及び均衡状態を表現しうるサブ・モデル 
 
(2) 企業間の取引ネットワークを仮に与件と
した時に，各企業の立地選択行動によって少
数都市に企業が集積する（i.e., 人口規模分布
が冪乗則に従う都市群システムが形成され
る）過程及び均衡状態を表現しうるサブ・モ
デル 
 
を整合的に統合したシステム・モデルを構築
する．そして，取引集中と集積立地の相互作
用の同時均衡状態において創発する企業の
規模別・空間的分布パターンの特性を明らか
にする． 
 
３．研究の方法 
 上記目的で述べたサブ・モデルは，多種集
団の “Population Game”（例えば，Sandholm 
(2010) 参照）の枠組で表現される．企業群は
M種（タイプ）の集団に分類され，都市群は
交通ネットワークで結ばれた N 個の都市で
構成される．各企業の “戦略” は，(1) では
取引先企業と取引金額（企業間取引ネットワ
ークの“flow”），(2) では立地都市である．各
企業の“利得”に影響する“状態変数”は，(1)で
は各タイプの企業の取引額，(2)では各都市の
タイプ別立地企業数である．この利得と状態
変数の関数関係は，NEG理論と同様，規模の
経済と取引費用から生じる集積経済のモデ
ル化によって得られる． 
 サブ・モデル (1), (2) の均衡状態では，各々，
与件の企業立地パターンに応じた各企業タ



イプの均衡取引額と企業数（i.e., 企業規模分
布），与件の企業取引ネットワークに応じた
各都市のタイプ別均衡立地企業数（i.e., 都市
規模分布）が，内生的に決定される．そして，
(1)と(2) の統合モデルにおける取引ネットワ
ーク・立地パターンの形成過程とその同時均
衡状態は，各々，進化ゲーム・ダイナミクス
と変分不等式問題として表現される． 
上記モデルは集積経済に起因する非凸性
を持つため，複数均衡が不可避的に生じる．
従って，モデルで得られる規模分布及び空間
的分布の頑健性を保証するためには，安定的
かつ尤もらしい均衡解を選択する良い方法
が必要である．本研究では，均衡選択法とし
て進化ダイナミクスと分岐理論を組み合せ
た安定性解析法を採用する． 
より具体的には，まず，構造を簡略化した
プロトタイプ・モデルに対して，研究代表者
らが先行研究で開発してきた理論的な分岐
解析法（Akamatsu et al.(2012)）を適用（上記
モデル用にカスタマイズ）し，安定均衡解の
基本特性を把握する．次に，その知見を参照
点として，より一般的なモデルに対して，計
算分岐理論に基づく系統的な数値実験によ
って，モデルで得られる規模分布及び空間的
分布の規則性を検証する． 
 
４．研究成果 
 平成 25 年度の研究では，まず，上記 2 つ
のサブ・モデル を開発した．(1) については，
各都市に各産業・タイプの企業が立地したと
きの利潤関数条件を規模の経済と輸送費用
による集積経済効果を反映したモデルで表
現し，空間均衡条件によって，各都市に立地
する各産業・タイプの企業数が内生変数とし
て決定されるモデルを構築した．(2) につい
ては，空間割引効果を考慮した gravity type 
のモデルで表現され，市場参入・撤退条件か
ら，各タイプの企業数が内生変数として決定
される．また，これらのモデリングに付随し
て，企業間取引モデルで用いる生産関数にフ
レキシブルな階層構造を導入する場合，交通
分野で開発されたネットワーク GEV モデル
と数理的に同型の理論を構成できることを
明らかにした．次に，ベンチマーク・ケース
（円周都市経済）において，各サブ・モデル
の均衡解と安定性条件を導出し，各種モデ
ル・パラメータ空間における立地パターンの
分岐特性および安定的な都市・企業規模分布
の特性を明らかにした． 
平成 26年度の研究では，まず，平成 25年
度に解析した基本モデルに対する幾つかの
バリエーション・モデルを考察し，均衡条件
系と等価な最適化問題（ポテンシャル関数）
を構成できるモデルを開発した．そして，そ
のモデルが，基本モデルと同様の分岐特性が

成立するための条件（集積/分散力を表すモデ
ルの数理構造）を明らかにした．次に，この
モデルに対する大規模な都市数・企業数下で
の数値実験により，産業間の異質性を表現す
る２種類のモデル・パラメータ（交通費用お
よび代替弾力性）の分布が一定以上の分散を
持つなら，べき乗則（図 1-A, 図 2-A）および，
Number-Average Size 則（図 1-B, 図 2-B）が
頑健に成立することが示された． 
 

 
図 1-A 産業別輸送費用の異質性（分散） 
と都市規模分布 

 

 
図 1-B 産業別輸送費用の異質性（分散） 
と NAS-plot 

 

 
図 2-A産業別代替弾力性の異質性（分散） 
と都市規模分布 

 

 
図 2-B産業別代替弾力性の異質性（分散） 
と NAS-plot 



 企業の規模分布に関しては，産業間の異質
性（上記２種類のパラメータ分布）のみでは，
必ずしもべき乗則は発現しない（図 3 (a)）が，
企業タイプを表現するパラメータ（企業のタ
イプ別に定義された集積立地に対する規模
の経済パラメータ）に異質性を導入すれば，
べき乗則が成立する（図３(b)のケース）こと
が示された． 
 

 
図３ 企業別タイプ・パラメータの異質性 
と企業規模分布 
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